
①スマート農業産地モデル実証 【令和５年度予算概算要求額 300（350）百万円】

＜対策のポイント＞
人口減少社会の進展に対応し、地域が一体となって、持続性の高い生産基盤の構築を図るため、サービス事業体等を活用して産地単位で作業集約化等を

図るスマート農業産地のモデル実証等を行います。

＜政策目標＞
農業の担い手のほぼ全てがデータを活用した農業を実践［令和7年まで］

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．スマート農業産地のモデル実証
産地における複数経営体が、サービス事業体等を活用して作業集約化等を図り、

スマート農業技術の導入による各種作業の効率化やコスト低減等の効果を最大限
に発揮する持続可能なスマート農業産地をモデル的に実証を行います。

２．社会実装の推進のための分析・検証・情報発信
実証で得られたデータを農研機構が技術面・経営面から分析の上、農業者の技

術導入時の経営判断に資する情報提供や、農業者からの相談対応を実施します。

＜事業の流れ＞
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［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究推進課（03-3502-7437）

スマート農業社会実装加速化のための技術開発・実証

〇スマート農業産地における作業集約化等のイメージ
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産地でシェアリング、サービス化

農業者

互いにデータを共有して、
栽培を地域で管理！

〇ドローン直播・ピンポイント散
布・生育確認を地域でサービス
化し、作業を集約化。

〇機械の運用も効率化。シェア
リングで導入コストも低減。

〇産地内でデータを共有し、最
適な栽培管理で、品質・収量
を向上！

※ 公設試・大学を含む。

３


